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警戒避難対策のあり方について

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
菊井稔宏＊

はじめに

当財団では自主研究として平成10年度に土砂災害

ソフト対策研究会を設骰し、この活動の一環として、

熊本県、新潟県、高知県、福島県の災害発生時の聞

き込み調査により、正確な発生時刻や前兆現象を確

認するとともに避難行動等を把握し、特戒避難の課

題について整理I)2) JI,1151 した。

ここでは、これらの調査結果から得られた課題を

再確認しながら、粋戒避難対策のあり方について考

えてみたい。

1.平成10年災書にみる警戒避難の課題

平成10年の災害調査で得られた辞戒避難の課題を

まとめると以下のようである。

(1)行政側の課題

土砂災害に対する警戒避難の行政側の課題は、 一

部市町村を除き、結局のところ適正な避難勧告、指

示を出していないことにある。言い換えれば、市町

村において災害発生の危険性を予測し、 避難を判断

する基準や体制が十分に確立されていないと言え

る。この原因として概ね次のことが考えられる。

①市町村が災害情報を収集するための情報基盤（シ

ステム）が十分整備されていないため、住民に避

難勧告を行うための危険性を認識できない。

②各機関、各部署から災害等の情報を一元化する体

制は定められているものの、実際の災害時には十

分機能していない。

③豪雨時には、災害が広域的かつ輻較して発生する

ため、情報や避難行動等について様々な混乱が予

想されるにもかかわらず、これらに十分対応でき

ていない。

(2)住民の課題

一方、住民に関しても次のような課題が挙げられ
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ている。

①豪雨時、住民が得られる情報は、テレビ ・ラジオ

による天気予報や気象予繁報に限られているケー

スが多く、自分自身の危険性を認識することが困

難である。

②また、住民は、どの程度の降雨で災害が発生する

可能性があるのか、どのような箇所が危険である

かを知識として知らない状況にある。

③消防 ・弊察から避難の指示があったにもかかわら

ず、住民の危機意識が低く避難していないケース

が見受けられる。

④豪雨時には、近隣の側溝や小河川の溢水等が輻較

して発生し、避難行動等に混乱が生じる。

2．課題の解決に向けての方向性

(1)防災体制等に対する基本的な方向性

前述の課題は従来より指摘6)されている内容と同

じであり、とくに平成10年災害に限ったことではな

い。これら課閣に対する解決方法も一般論としては

既にいくつか提案されてきており、たとえば、避難

の判断については、降雨屈等による警戒避難基準な

らびに前兆現象、気象状況、降雨予iJl!J等を組み合わ

せ、総合的に行う必要があり、この手順については

図ー1"のように示されている。

しかしながら、前述した課題が挙げられる背景に

は、総合的な判断を行うための情報が市町村におい

て一元的に集約されていないことも一因とはなって

いるが、その根幹には、土砂災害という現象の複雑

さに起因する危機意識の希薄さがあるものと考えら

れる。

たとえば、日本全国でみた場合、毎：年のように土

砂災害が発生しているが、対象とするエリアを全国

から都道府県、市町村さらには地区へと小さくする

と、災害の発生頻度は減少し、災害経験のない市町

村では防災意識が低くなり、 土砂災害に対する危機

管理意識に欠ける場合があるとともに、災害経験が
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ないため、事前に避難勧告の判断ができない状況に

あると想像される。このような意識は、たとえば土

石流危険区域に住む住民を対象に行ったアンケート

調査結果8)において、約50％の人々が土石流危険渓

流を知らないと回答していることからも疫える。

結局、このような問題を解決するためには、住民

一人ひとりの防災意識を高める必要があり、市町村

の防災担当者として土砂災害に精通した専門家の配

置 ・育成、住民等を対象とした土砂災害に対する防

災教育や周知、啓発活動を継続的に実施していくこ

とが肝要と考えられる。

(2)基準雨屈の方向性

災害発生を予測する指椋の一つである基準雨巌

は、土石流笞戒 ・避難基禅雨屈として昭和59年に建

設省より設定指針（案）が出され、平成 5年には「集

中して発生するがけ崩れ」に対する基準雨批の設定

手法が提言され、平成10年末までに約 8割以上の箇

所において調査が行われているが、一部市町村を除

き、住民に対する防災情報として事実上活用されて

いないことが汲大の課題となっている。

この主な原因は以下のように考えられる。

①雨菰情報の収集 ・伝達システム（土砂災害発生監

視装骰等）が十分整備されていないため、情報が

市町村まで伝達されない。

②市町村の防災担当者が基準雨派の梢報を十分認識

していない。

③空振り頻度等が高いなどの理由により、基禅雨菰

の精度や信頼性等に疑問を感じており、市町村

（住民）等への周知を徹底できない。

これ以外にも基禅雨址の設定・運用にあたって

は、いくつかの課題があり、これに対する解決方法

が示されている9)が、根幹的には基準雨益を利用す

る珠榜が整っていないことに問題があるものと思わ

れる。すなわち、基準雨菰そのものは災害を予測す

る重要な指標ではあるものの、 100％の精度を持っ

ているものではないにもかかわらず、空振りがあれ

ば信用されなくなり、最終的には利用されなくなる

といった悪循環な状態にあるものと考えられる。

たとえば、 EL、WLの空振りとCLの空振りでは

空振りの意味が違い、また基準を設定した観測所と

実際に運用する観測所の降雨特性が異なることに起

因する空振りなども本来の基準の空振りとは意味が

違うが、 一般的には全て空振りと映ることになる。

このような課題は比較的簡単に解決することが可能

なので、随時、課題を解消していく体制と基準雨罰

を運用する仕組みを整えておくことが直要である。

すなわち、降雨による基準には限界があることを踏

まえながら、精度の高いデータを蓄積しつつ、正確

な発生時刻と判明した災害単例によって基準雨罷の

検証 ・見直しを行いながら、基準を運用する体制 ・

仕組みを作っておく必要がある。
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3 まとめ

聞き込みを主体とした平成10年災害の調査から、

現象面の調査のみでは把握できない投重な情報（日

頃の出水状況、前兆現象、発生時刻、被災者 ・行政

の行動実態、災害関連情報のニーズなど）が得られ、

また、被災者などの生の声を通じて、災害時の不安

な状況などを痛感し、ソフト対策の重要性が改めて

認識されるところである。

今後は、災害直後に聞き込み調査を実施し、統一

的に梢報の収集 ・苓稽を行い、精度の高い発生時刻

をもとにした基準雨批の検証と改良を行うととも

に、これらの基準雨址を活用していく体制・仕組み

を、地域に密箔した防災体制の中で確立する必要が

ある。あわせて、土砂災害に対する専門家の配置や

育成、住民等を対象とした土砂災害に対する防災教

育、周知、啓発を継続的に行うことが重要と考えら

れる。
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